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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第69期
第３四半期
連結累計期間

第70期
第３四半期
連結累計期間

第69期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年12月31日

自平成27年４月１日
至平成27年12月31日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （百万円） 135,023 176,178 181,876

経常利益 （百万円） 5,654 5,956 7,077

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（百万円） 4,257 4,341 5,105

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 5,721 3,616 7,295

純資産額 （百万円） 41,337 44,787 42,910

総資産額 （百万円） 96,726 102,486 84,191

１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 207.94 212.07 249.38

自己資本比率 （％） 42.7 43.7 51.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 910 5,550 △5,942

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △363 △1,314 △290

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,813 3,314 318

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 18,344 17,191 10,004

 

回次
第69期
第３四半期
連結会計期間

第70期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 80.71 62.57

　（注）１. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生したリスク及び前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業

等のリスク」について変更した重要な事項はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 該当事項はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

（1）業績の状況

①全般の概況

　　 当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、政府及び日銀による経済・金融政策を背景に、企業収益や雇用情

勢が改善し、緩やかな回復基調が続いてきたものの、中国経済の減速をはじめとした海外景気の下振れリスクに

より、依然先行きは不透明な状況となっております。

　　 エレクトロニクス業界におきましては、昨春に買い替え特需が起きたパソコンの販売は低調に推移しましたが、

冷蔵庫、洗濯機やエアコン等の白物家電の販売は、比較的堅調に推移しました。また、電子部品等の生産も、ス

マートフォン等情報機器端末の需要に支えられ、堅調に推移しました。

　  このような状況の中、当社グループは、スマートフォンやテレビ向けディスプレイ関連及びアミューズメント関

連の部材に注力した販売活動に努めました。

 この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は、前年同期比30.5％増の1,761億78百万円となりました。

　  利益面につきましては、売上高の増加に伴い売上総利益が増加し、営業利益は、前年同期比0.6％増の57億59百

万円となりました。

    経常利益は、営業利益が増加したことから、前年同期比5.3％増の59億56百万円となりました。

    税金等調整前四半期純利益は、経常利益が増加したことから、前年同期比5.1％増の59億56百万円となり、親会

社株主に帰属する四半期純利益は、前年同期比2.0％増の43億41百万円となりました。

 

　 当社グループの報告セグメントを基にした、当第３四半期連結累計期間における地域別販売状況の概要は、以下

のとおりであります。

 

（日本）

 売上高は、スマートフォン向けデバイス及びディスプレイ関連部材の販売が増加したことから、前年同期比

2.8％増の679億55百万円となりました。営業利益は、前年同期比17.2％減の18億95百万円となりました。

 

（中国）

 売上高は、スマートフォン向けデバイス及びディスプレイ関連部材の販売が増加したことから、前年同期比

90.0％増の823億15百万円となりました。営業利益は、前年同期比48.6％増の30億82百万円となりました。

 

  （その他アジア）

 売上高は、テレビ向けディスプレイ関連部材の販売が減少したことから、前年同期比3.0％減の214億56百万円

となりました。営業利益は、前年同期比9.4％増の５億45百万円となりました。

 

（欧米）

 売上高は、自動車向け各種関連部材の販売が増加したことから、前年同期比27.1％増の44億51百万円となりま

した。営業利益は、前年同期比27.1％増の１億88百万円となりました。
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（2）財政状態の状況

　総資産は、「現金及び預金」及び「受取手形及び売掛金」が増加したこと等により、前連結会計年度末比

21.7％増の1,024億86百万円となりました。

　負債は、「支払手形及び買掛金」及び「短期借入金」が増加したこと等により、前連結会計年度末比39.8％

増の576億98百万円となりました。

　純資産は、「利益剰余金」が増加したこと等により、前連結会計年度末比4.4％増の447億87百万円となりま

した。なお、自己資本比率は、43.7％となりました。

 

（3）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より71億86百万円増加し、171億

91百万円となりました。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、55億50百万円の収入（前年同期は９億10百万円の収入）となりまし

た。主な要因としましては、税金等調整前四半期純利益が59億56百万円、売上債権の増加による資金流出が

106億80百万円、仕入債務の増加による資金獲得が125億83百万円、法人税等の支払による資金流出が18億24百

万円であります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、13億14百万円の支出（前年同期は３億63百万円の支出）となりまし

た。主な要因としましては、販売権の取得による資金流出が10億円、無形固定資産の取得による資金流出が２

億73百万円であります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、33億14百万円の収入（前年同期は18億13百万円の収入）となりまし

た。主な要因としましては、短期借入金の増加による資金獲得が50億51百万円、配当金の支払による資金流出

が17億36百万円であります。

 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

 ①当社グループの現状認識及び対処すべき課題の内容

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの対処すべき課題については重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

は、以下のとおりであります。

 

②会社の支配に関する基本方針

a．基本方針の内容

当社グループは、エレクトロニクス業界において、伝統的商社機能のほか、情報収集機能、物流機能等を活

用し、得意先、仕入先双方に、新たな付加価値を提供しつつ商材の販売活動を展開しております。

         また、当社グループの事業活動においては、株主、得意先、仕入先、従業員にとどまらず、社会的責任をも

たらすものとして、地域社会の調和、環境への配慮など、事業を進めるにあたり広範囲のステークホルダーの

利益を最大限に配慮することも必要であると考えており、当社グループの財務及び事業の方針の決定を支配す

る者としては、これらステークホルダーの利益に資することに配慮し、当社の企業価値及び株主共同の利益を

中長期的に確保、向上させていく立場にあるべきものと考えております。

         一方、上場会社である当社の株式は、株主、投資家の皆様の自由な取引が認められており、当社の株式に対

する大規模な買付行為があったとしても、一概にこれを否定するものではなく、最終的には、株主の自由な意

思により判断されるべきであると考えております。

しかしながら、大規模買付行為は、それが成就すれば、当社の経営に直ちに大きな影響を与える支配権を取

得するものであり、当社の企業価値及び株主共同の利益に重大な影響を及ぼす可能性を内包しております。

 このうち、当社の企業価値及び株主共同の利益を毀損するおそれのある大規模買付行為は不適切と考えざる

を得ず、また、その行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適当であると考

えております。
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b．基本方針の実現に資する特別な取り組み

当社グループは、日々の事業活動を通じて、企業としての社会的責任を果たし、健全な事業成長を遂げる

ことにより、社会の発展に貢献することをめざしております。また、多数の株主、投資家の皆様に長期的に

継続して当社に投資して頂くため、中長期的に当社の企業価値及び株主共同の利益を向上させるため、以下

の点を重点施策として、取り組んでおります。

　 　イ．顧客のニーズにマッチした最適なソリューションを提供し、さらなる収益力の向上を図るため、仕入先と

の信頼関係や独自の企画開発、設計機能を強化してまいります。

　　　  ロ．今後も顧客の成長が見込まれる自動車分野に対して、経営資源の重点配分を行い、豊田通商との業務提携

を活かして事業拡大を図ってまいります。

　　　  ハ．「チャイナ・プラスワン」として注目されるASEAN市場を、中国事業と同水準の規模に拡大させるため、積

極的な事業展開を行ってまいります。

        ニ．健全な財務体質の維持を図りつつ、事業規模拡大と企画開発、設計機能の強化を目的として、積極的な成

長戦略投資を実行してまいります。

ホ．豊田通商グループとのシナジー効果である物流網の相乗りによるコスト削減や人材交流も含め、コスト及

びリスク管理を強化し、システム整備や人材育成を行うことで、グローバルな事業体制及び管理体制を強

化してまいります。

c．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

　　の具体的な取り組み

当社は、前記a.記載の基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配さ

れることを防止するための取り組みとして、平成19年６月22日開催の第61回定時株主総会で買収防衛策を導

入し、平成20年６月20日開催の第62回定時株主総会の決議による承認を得て、これを更新致しました（更新

後の買収防衛策を、以下、「本施策」という。)。

しかしながら、その後、当社の企業価値及び株主共同の利益を毀損するおそれのある大規模買付行為の脅

威も相対的に低くなってきていると考えられ、また、金融商品取引法等の改正等に伴う、大規模買付行為に

対する手続の整備、変更の浸透により、株主の皆様が適切な判断をするために必要な情報や時間を確保する

という本施策の目的は、一定程度担保されることとなりました。

このような事情を総合的に勘案し、当社は、平成23年５月10日開催の取締役会において、平成23年６月開

催の定時株主総会の終結時に有効期間の満了を迎える本施策の見直しにつき慎重に検討を行った結果、平成

23年６月17日開催の当社第65回定時株主総会の終結時をもって本施策を継続しないことを決議致しました。

なお、当社株式の大規模買付行為が行われた場合は、当該大規模買付行為が当社の企業価値または株主共

同の利益を毀損するおそれがないかどうか、積極的な情報収集とその適切な開示に努めるとともに、会社法

その他関係法令及び定款の許容する範囲において、当社取締役会が必要かつ適切であると判断する措置を講

じます。また、今後の社会的な趨勢も考慮し、当社取締役会が買収防衛策を再導入する必要があると判断し

た場合には、定款の定めに従い、株主総会にその是非をお諮り致します。

d. 特別な取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

　　当社は、前記a.の基本方針を踏まえ、当社の企業価値を向上させ、株主共同の利益を確保するため、前記

b.を重点施策として策定しており、これはまさに当社の基本方針に沿うものであります。これら取り組み

は、当社の企業価値の向上及び株主共同の利益の確保を目的とするものであり、当社の会社役員の地位の維

持を目的とするものではありません。

 

（5）研究開発活動

当社グループは、得意先、仕入先と共同で商品開発に取り組んでおりますが、技術開発の主体は相手方にあ

るため、特記すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 84,000,000

計 84,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年１月29日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 21,152,473 21,152,473
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 21,152,473 21,152,473 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

(4)【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

　平成27年10月１日～

　平成27年12月31日
－ 21,152,473 － 2,142 － 2,017

 

(6)【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 679,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 20,465,900 204,659 －

単元未満株式 普通株式 7,373 － －

発行済株式総数 21,152,473 － －

総株主の議決権 － 204,659 －

 

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名
称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

エレマテック株式会社
東京都港区三田三丁目

５番27号
679,200 － 679,200 3.21

計 － 679,200 － 679,200 3.21

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下、「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しており

ます。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,004 17,270

受取手形及び売掛金 57,575 ※２ 67,129

たな卸資産 ※１ 9,732 ※１ 9,095

繰延税金資産 529 510

その他 1,754 2,651

貸倒引当金 △426 △116

流動資産合計 79,170 96,540

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 2,251 2,227

減価償却累計額 △1,462 △1,467

建物及び構築物（純額） 788 760

土地 1,243 1,243

その他 1,807 1,761

減価償却累計額 △1,211 △1,256

その他（純額） 595 504

有形固定資産合計 2,627 2,508

無形固定資産   

ソフトウエア 207 418

販売権 － 983

その他 28 11

無形固定資産合計 236 1,413

投資その他の資産   

投資有価証券 626 627

繰延税金資産 40 20

投資不動産 382 374

退職給付に係る資産 333 293

その他 867 866

貸倒引当金 △93 △159

投資その他の資産合計 2,156 2,023

固定資産合計 5,021 5,945

資産合計 84,191 102,486
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 36,199 ※２ 47,729

短期借入金 1,598 6,576

未払法人税等 837 633

賞与引当金 336 663

役員賞与引当金 － 49

関連会社整理損失引当金 30 30

その他 1,929 1,789

流動負債合計 40,931 57,472

固定負債   

退職給付に係る負債 88 54

その他 260 171

固定負債合計 349 226

負債合計 41,280 57,698

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,142 2,142

資本剰余金 3,335 3,335

利益剰余金 34,888 37,490

自己株式 △694 △694

株主資本合計 39,672 42,273

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 184 202

繰延ヘッジ損益 △1 △0

為替換算調整勘定 2,929 2,189

退職給付に係る調整累計額 126 121

その他の包括利益累計額合計 3,238 2,513

純資産合計 42,910 44,787

負債純資産合計 84,191 102,486
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 135,023 176,178

売上原価 121,192 161,232

売上総利益 13,831 14,945

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 2,807 3,359

役員報酬 130 123

運賃及び荷造費 1,373 1,296

法定福利費 444 541

旅費及び交通費 530 643

減価償却費 159 168

賞与引当金繰入額 524 547

役員賞与引当金繰入額 49 49

退職給付費用 140 133

貸倒引当金繰入額 35 16

その他 1,906 2,307

販売費及び一般管理費合計 8,103 9,186

営業利益 5,727 5,759

営業外収益   

受取利息 11 26

賃貸収入 76 57

為替差益 － 81

投資事業組合運用益 10 17

その他 27 95

営業外収益合計 126 277

営業外費用   

支払利息 5 36

賃貸費用 16 14

為替差損 152 －

その他 25 28

営業外費用合計 199 79

経常利益 5,654 5,956

特別利益   

投資有価証券売却益 17 －

負ののれん発生益 344 －

特別利益合計 361 －

特別損失   

投資有価証券売却損 2 －

減損損失 345 －

特別損失合計 348 －

税金等調整前四半期純利益 5,668 5,956

法人税等 1,431 1,615

四半期純利益 4,236 4,341

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △20 －

親会社株主に帰属する四半期純利益 4,257 4,341

 

EDINET提出書類

エレマテック株式会社(E02941)

四半期報告書

11/21



【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

四半期純利益 4,236 4,341

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 32 17

繰延ヘッジ損益 △0 1

為替換算調整勘定 1,446 △734

退職給付に係る調整額 △3 △4

持分法適用会社に対する持分相当額 9 △4

その他の包括利益合計 1,485 △725

四半期包括利益 5,721 3,616

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 5,753 3,616

非支配株主に係る四半期包括利益 △31 －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 5,668 5,956

減価償却費 215 240

貸倒引当金の増減額（△は減少） 30 △240

売上債権の増減額（△は増加） △13,535 △10,680

たな卸資産の増減額（△は増加） △377 432

仕入債務の増減額（△は減少） 10,504 12,583

その他 50 △913

小計 2,556 7,378

利息及び配当金の受取額 17 33

利息の支払額 △5 △36

法人税等の支払額 △1,657 △1,824

営業活動によるキャッシュ・フロー 910 5,550

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △173 △107

無形固定資産の取得による支出 △22 △273

販売権の取得による支出 － △1,000

投資有価証券の売却による収入 72 －

投資不動産の賃貸による収入 65 47

貸付金の回収による収入 100 －

子会社出資金の取得による支出 △260 －

その他 △146 18

投資活動によるキャッシュ・フロー △363 △1,314

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,040 5,051

配当金の支払額 △1,226 △1,736

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,813 3,314

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,143 △364

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,503 7,186

現金及び現金同等物の期首残高 14,809 10,004

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 31 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 18,344 ※ 17,191
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記)

　（連結子会社の事業年度等に関する事項の変更）

　従来、決算日が12月31日であった連結子会社については、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりましたが、連結財務情報のより適正な開示を図る

ため、第１四半期連結会計期間より、連結子会社９社（依摩泰（上海）国際貿易有限公司　他８社）について

は、連結決算日に本決算に準じた仮決算を行った財務諸表を基礎とする方法に変更しております。

　この変更に伴い、当第３四半期連結累計期間は平成27年１月１日から12月31日までの12ヶ月間を連結し、連結

損益計算書を通して調整しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高が11,650百万円、売上総利益が829百万円、営業利益が333百万

円、経常利益が347百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益が258百万円それぞれ増加しております。

 

(会計方針の変更)

　（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ67百万

円減少しております。

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　(税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

但し、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税

率を使用する方法によっております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１ たな卸資産の内訳科目及び金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

商品及び製品 9,393百万円 8,867百万円

原材料 339 227

 

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当第３四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日

　 でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当第３四半期連結会計期間末日満期手形の

　 金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

受取手形 －百万円 139百万円

支払手形 － 20

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

 おりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

現金及び預金勘定 18,344百万円 17,270百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 　　　　　　　－ 　　　　　　△78

現金及び現金同等物 　　　　　18,344 　　　　　17,191

 

(株主資本等関係)

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月23日

取締役会
普通株式 614 30 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

平成26年10月31日

取締役会
普通株式 614 30 平成26年９月30日 平成26年12月２日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月22日

取締役会
普通株式 921 45 平成27年３月31日 平成27年６月22日 利益剰余金

平成27年10月30日

取締役会
普通株式 818 40 平成27年９月30日 平成27年12月２日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日　至 平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報

      (単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額 日本 中国

その他
アジア

欧米 計

売上高        

（1）外部顧客に対する
売上高

66,083 43,315 22,122 3,501 135,023 － 135,023

（2）セグメント間の内部
売上高又は振替高

33,150 7,458 2,955 214 43,778 (43,778) －

計 99,233 50,774 25,077 3,716 178,801 (43,778) 135,023

セグメント利益 2,289 2,074 498 148 5,010 716 5,727

　   （注）１．セグメント利益（営業利益）の調整額は、セグメント間の消去額を記載しております。

　　　　   ２．日本以外の各セグメントに属する国または地域は、次のとおりであります。

　  （１）中国……………中国（香港を含む）

　  （２）その他アジア…台湾、韓国、インド、東南アジア

　  （３）欧米……………米国、メキシコ、チェコ

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

　「日本」セグメントにおいて、当社が保有する一部の土地及び建物については、売却予定となったこと

から帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。な

お、当該事象による減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては336百万円であります。

 

　（重要な負ののれん発生益）

　「日本」セグメントにおいて、平成26年10月31日付で、株式会社トムキの株式を取得したことにより、

負ののれん発生益を特別利益に計上しております。なお、当該事象による負ののれん発生益の計上額は、

当第３四半期連結累計期間においては344百万円であります。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日　至 平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報

      (単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額 日本 中国

その他
アジア

欧米 計

売上高        

（1）外部顧客に対する
売上高

67,955 82,315 21,456 4,451 176,178 － 176,178

（2）セグメント間の内部
売上高又は振替高

39,086 11,363 6,398 1,098 57,946 (57,946) －

計 107,041 93,678 27,855 5,550 234,125 (57,946) 176,178

セグメント利益 1,895 3,082 545 188 5,712 47 5,759

（注）１．セグメント利益（営業利益）の調整額は、セグメント間の消去額を記載しております。

２．日本以外の各セグメントに属する国または地域は、次のとおりであります。

（１）中国……………中国（香港を含む）

（２）その他アジア…台湾、韓国、インド、東南アジア

（３）欧米……………米国、メキシコ、チェコ

３．「連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間よ

り、連結子会社９社（依摩泰（上海）国際貿易有限公司　他８社）については、連結決算日に本決算に

準じた仮決算を行った財務諸表を基礎とする方法に変更しております。

　この変更に伴い、当第３四半期連結累計期間の売上高は、「中国」で10,542百万円、「その他アジ

ア」で683百万円、「欧米」で423百万円それぞれ増加しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

 

　（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

取得による企業結合

１．企業結合の概要

　（1）相手企業の名称及び取得した事業の内容

　　　相手企業の名称　　　市光工業株式会社

　　　事業の内容　　　　　商業用車両の安全装置等の販売

　（2）企業結合を行った主な理由

　　　アフターマーケット向けの事業拡大及び住宅設備、鉄道等の未開拓分野の販売チャネル獲得のため

　（3）企業結合日

　　　平成27年11月30日

　（4）企業結合の法的形式

　　　事業譲受

　（5）結合後企業の名称

　　　エレマテック株式会社

２．四半期連結財務諸表に含まれる取得した事業の業績の期間

　　　平成27年12月1日から平成27年12月31日まで

３．取得した事業の取得原価及びその内訳

　　　取得の対価　　　現金　　　1,000百万円

　　　取得原価　　　　　　　　　1,000

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

　　　アドバイザー等に対する報酬・手数料等　　　67百万円

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

　　　固定資産　　　1,000百万円

　　　資産合計　　　1,000

６．のれん以外の無形資産に配分された金額及び種類別の内訳並びに種類別の償却期間

　　　販売権　　　1,000百万円　　　（償却年数５年）

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

 １株当たり四半期純利益金額 207円94銭 212円07銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
4,257 4,341

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（百万円）
4,257 4,341

普通株式の期中平均株式数（千株） 20,473 20,473

（注）  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

平成27年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議致しました。

(イ)　配当金の総額………………………………………818百万円

(ロ)　１株当たりの金額…………………………………40円00銭

(ハ)　支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成27年12月２日

（注）平成27年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成２８年１月２９日

エ レ マ テ ッ ク 株 式 会 社

取　締　役　会 　御　中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 柳 井　浩 一　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井 澤　依 子　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエレマテック株

式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から

平成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エレマテック株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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